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    （書き下ろし） 
第二章 アメリカ抵触法における同性婚 
（早稲田大学法研論集 133 号、2009 年） 
第三章 アメリカ抵触法における婚姻擁護法の意義 




（早稲田大学法研論集 140 号、2011 年） 
第五章 姉妹州判決の承認に関する「十分な信頼と信用条項」の影響とその例外 
（早稲田大学法研論集 137 号、2010 年） 
第六章 タイおよび日本の抵触法における婚姻 




2009 年度第 7 回比較法研究所国際知的財産法・国際取引法共同研究会報告 
（2009 年 12 月於早稲田大学） 
(2) アメリカ抵触法における婚姻擁護法(The Defense of Marriage Act)の意義 
2010 年度第 1 回比較法研究所国際知的財産法・国際取引法共同研究会報告 
（2010 年 4 月於早稲田大学） 
(3) 姉妹州判決の承認に関する十分な信頼と信用条項と影響とその例外の若干の考察 
2010 年度第 7 回比較法研究所国際知的財産法・国際取引法共同研究会報告 
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Hague 事件判決におけるスティーブンス判事によって、はじめてこの 2 つの条項の異なる
役割が明確に示されている。 
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